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バーチャルスペースと動的スペース
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今日の職場環境は、社内の全員をつなげるデジタルコミュニケーション

ツールのように動的です。

クラウドコンピューティング、ビデオ会議、テレワーク、ワークフローコラボ

レーションアプリ、およびメッセージング プラットフォームによって、デスク

や立ち話などの従来型の世界からコラボレーションが切り離し、あらゆる

レベルのスタッフが最も効率的な生産方法を実現できるようになりまし

た。

今日私たちは、デスク、会議室、オフィスの

支社、自宅から、そして移動中にコミュニ

ケーションを行います。このデジタルの可能

性によって、アイデアと行動の間の障壁が

なくなります。

最新の職場の傾向は、この境界のないコラボレーションネットワークが

始まりにすぎないことを示しています。これらの傾向は、将来どのよう

なことが起こるかを予言するものであり、そして今日のワーカーにとっ

て何が重要かを示す指標として理解することができます。
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コラボレーション時代における
デジタルワークプレースのトレンド

クラウドコンピューティング

ワークプレイスにおいて進行しているデジタル革命によって、主に5つの傾

向をみることができます。

1.クラウドの優位性

2.テレワークの成長

3.コミュニケーションの新しい基準としてのビデオ

4.作業空間における多様性と選択肢

5.デジタルネイティブの従業員

デジタルコミュニケーションの時代はすでに、オフィス環境はより効率的か

つ効果的なものに作り変えられています。デジタルワークスペースのトレ

ンドに対応できていない企業は取り残されてしまうでしょう。

67%の組織が現在、クラウド内のユニファイドコミュニケーションを

少なくとも部分的に利用しています。

テレワーク
世界的に、従業員の70%が、週に最低1日はテレワークをしてい

ます。

ビデオ会議
グローバルなクラウドベースのビデオ会議は、過去4年間に渡り

880%増加しています。

多様なスペース
職場から様々な種類のスペースを提供されている人々の79%は、

職場で素晴らしい体験をしていると報告しています。

Z世代のビデオネイティブ
18～29歳の従業員の25%は、職場で毎日ビデオ会議を使用して

います。

https://searchunifiedcommunications.techtarget.com/tip/5-UC-and-collaboration-trends-to-watch-in-2019
https://www.prnewswire.com/news-releases/the-end-of-the-traditional-9-5-iwg-new-study-finds-70-per-cent-of-us-skip-the-office-to-work-elsewhere-684048561.html
https://www.business.com/articles/connected-intelligence-modern-workforce/
https://www.gensler.com/uploads/document/614/file/Gensler-US-Workplace-Survey-2019.pdf
https://www.lifesize.com/en/company/news/press-releases/2019/impact-video-conferencing-report
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Gartnerによると、今日、顧客のクラウドファースト思考に影響を受けな

い既知のベンダーまたはサービスプロバイダーは存在しません。現在、

組織の半数が以下のような理由により、クラウドにユニファイドコミュニ

ケーションを導入してると推定されてます。

すべてのユーザーがエンドポイント：クラウドコンピューティングによって

企業は、無限のエンドポイントを可能にし、常にアクセス可能なハブにコ

ミュニケーションを集中させることができます。すべてのデスクトップ、モ

バイルデバイス、ホームオフィス、会議室、およびハドルルームを、ビデ

オで接続できます。 

柔軟な作業環境の準備：クラウドでホストされる統一された通信へのリ

モートアクセスにより、スタッフは、リモートから、オフィス間、外出先、お

よびシェアオフィスからリモートで作業できます。すべての従業員は、共

通のデジタルプラットフォームを通して常につながることができます。

Lifesizeの調査によると、51%の人々がホームオフィスから、33%がコ

ワーキングスペースから、そして24%がカフェやレストランから仕事関連

のテレビ電話を受けていました。

野心と同様に拡張可能：企業の成長に合わせてクラウドサービスを拡

張および強化することが可能です。従業員数の増加、顧客の増加、販

売ターゲットの拡大を、オンプレミスの構成を必要としないソフトウェアソ

リューションによって実現することができます。

クラウドの優勢性：

簡単に言えば、「クラウド」は、オンデマンドで利用可

能なソフトウェアとデータベースを収容するリモート

サーバーを意味します。クラウドコンピューティング

は、現代の職場環境の大半の背後にあり、デジタル

労働人口に素早く対応するための鍵です。推定年間

1,460億ドルに相当するクラウドコンピューティング市

場の出現は、ビデオ会議やユニファイドコミュニケー

ションを含む負荷のかかるワークフローアプリケーショ

ンの運用に必要なコスト、メンテナンス、サポート、お

よびアップグレードを軽減することができます。実際

に、フロスト&サリバンの調査によると、クラウドに移

行することで、企業はビデオ会議のコストを年間

60～75%節約できます。

1.
柔軟で拡張可能な職場のサポート

https://www.gartner.com/en/newsroom/press-releases/2019-04-02-gartner-forecasts-worldwide-public-cloud-revenue-to-g
https://technology.ihs.com/589990/research-note-86-percent-of-businesses-surveyed-to-use-video-conferencing-as-part-of-their-uc-environment-by-2018
https://www.lifesize.com/en/ldp/the-future-of-video-communication-and-meeting-productivity
https://www.statista.com/topics/1695/cloud-computing/
https://www.statista.com/topics/1695/cloud-computing/
http://www.lpsvideoconferencing.com/files/Frost_and_Sullivan_Video_Conferencing_Equation.pdf
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過去5年間、リモートワークは44%増加しています。今日、米国の470
万人がテレワークをしています。在宅勤務オプションなど、柔軟な就業

機会を提供する米国の雇用者数は、過去5年間に渡り40％増加しまし

た。

しかし、テレワークに関連する最も強い職場傾向は、その有効性です。

スタンフォード大学の調査によると、テレワークは毎週1日分に相当す

る生産性増加が実現され、従業員の離職率を50%削減します。この原

因は、テレワークを実施している従業員は定刻に仕事を開始し終了し、 
注意散漫の度合いは低下し、一方で、現場の社員はよく遅刻または早

退していることによります。同じ研究によると、雇用主は、オフィスス

ペースの規模縮小により、従業員1人当たり約2,000ドルの賃貸料を節

約できることがわかりました。

テレワークの成長：

テレワークは急速に現代の職場の力を増強させるも

のになっています：従業員の満足度と生産性はより向

上し、企業はより効率的になります。 

2.
より自由で生産的な作業を可能にする

https://www.flexjobs.com/blog/post/flexjobs-gwa-report-remote-growth/
https://globalworkplaceanalytics.com/telecommuting-statistics
https://www.youtube.com/watch?v=oiUyyZPIHyY
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雇用者のメリット 従業員のメリット

テレワーカーの病欠日数は少
ない

自分の仕事に満足し、ストレス
が少なく、ワークライフバランス
が向上する可能性が高い

企業は、パートタイムの在宅勤
務者1人当たり年間平均11,000
ドルを節約可能

平均で約4,000ドルの収益増加

在宅勤務者の77%が、生産性
の増加を報告

通勤関連の経費を節約

テレワークは近い将来、職場環境におけるトレンドになるでしょう。アメ

リカ人の50%はテレワークに対応できる仕事を持ち、80～90%は少なく

とも時々テレワークをしたいと言っています。柔軟な作業とリモートワー

クへの移行を可能にするにあたり、IT部門の担当者からの確実なサ

ポートは不可欠になります。IT部門は、リモートの従業員が効果的に働

くのに必要なテクノロジーを利用できるようにする責任があります。IT部
門の担当者は、遠方から問題のトラブルシューティングを行えるほか、

在宅勤務者がセキュリティとデータバックアッププロトコルに従うように

する必要があります。 

https://issuu.com/cartridgepeople/docs/soho_workers_report
https://issuu.com/cartridgepeople/docs/soho_workers_report
https://globalworkplaceanalytics.com/telecommuting-statistics
https://globalworkplaceanalytics.com/telecommuting-statistics
https://www.flexjobs.com/blog/post/do-remote-jobs-really-pay-less-v2/
https://www.cosocloud.com/press-releases/connectsolutions-survey-shows-working-remotely-benefits-employers-and-employees
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理由は明らかです：ビデオはより動的であるためです。ビデオは関係を

強化し、コミュニケーションの質を向上し、チームをより効果的にしま

す。重要なビジュアル要素の提供に加えて、ビデオ会議はまた、極めて

多様なコミュニケーションツールを提供します。例えば、画面、メディア、

およびファイル共有、ライブストリーミング、デジタルホワイトボード、お

よび統合されたチャットなどです。Microsoft TeamsやSlackなどの職場

のコラボレーションプラットフォームは、シングルソースの情報ハブとし

て出現しており、従業員は、中央のインターフェイスから、作業中のタス

ク、ドキュメント、チームチャット、およびテレビ電話をナビゲーションす

ることができます。

このような巧妙な作業や簡単なチームワークは、サウンドとビジュアル

が別々のチャンネルを通して発生する音声のみの環境では不可能で

す。また、職場でのコラボレーションの必要性は急速に増加していま

す。ハーバード・ビジネス・レビューから出版された研究によると、多くの

企業では、従業員の時間の80%が、通話や会議などのコラボレーショ

ン活動に費やされていました。

コミュニケーションの新しい基準と
してのビデオ

テレビ電話は今後、職場のコミュニケーションとコラボ

レーションの標準として、オーディオ通話に取って代わ

るでしょう。固定電話はデスクトップから既に消え始め

ています。会計および専門サービス企業、

PricewaterhouseCoopersは2018年に24カ所の英

国オフィスから固定電話をすべて撤去し、スマートフォ

ンに切り替えました。また、米国企業の40%以上が現

在、通信ネットワークのハブとしてVoIPを採用してい

ます（2013年は約15%）。実際、Forbesの調査による

と、幹部の80%がビデオ会議が基準になっていると回

答し、92%がビデオ会議は業績にプラスの影響を与

えると考えていることが示されています。

3.

テレビ電話は「音声のみ」に勝る

https://hbr.org/2016/01/collaborative-overload
https://www.bbc.com/news/business-44654802
https://docs.fcc.gov/public/attachments/DOC-355165A1.pdf
http://transition.fcc.gov/Daily_Releases/Daily_Business/2014/db0625/DOC-327830A1.pdf
https://i.forbesimg.com/forbesinsights/zoom/The_Connected_Culture.pdf
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ビデオ会議はますます、企業と利用者間のコミュニケーションの一般的な

方法になっています。WebRTCビデオベンダーTokBoxの調査によると、

以下のことが分かっています：

3人に1人のアメリカ人がライブビデオを使

用し、企業、ブランド、またはサービスと

チャットを行っています。

テレビ電話の利用者

5人に1人のアメリカ人が、少なくとも週に1
回、企業とビデオチャットを行っています。

ビデオを使って企業とコミュニケーションをし

ない人々の4人に1人が、将来は行うと回答

しています。

https://tokbox.com/resources/video-chatterbox-2018
https://www.logicool.co.jp/ja-jp/video-collaboration.html


結果として、オフィス内のハドルルームが増加しています。これらの小さな多

目的ルームは、 2～6人のグループに対応するように設計されています。ただ

し、リモートの同僚やチームとの創造性やコラボレーションを促進するには、こ

れらの小さなスペースはデジタルコミュニケーション向けに装備する必要があ

ります。

ある調査では、世界中で使用されている 32.4百万のハドルルームの 2%未満

しかビデオ会議に対応していないと 推測されています。この遅れは、過去にビ

デオ会議テクノロジーはリソースを消費する高級品であり、 2、3の専用会議室

にしか設置されなかったという事実によるものです。 このため、ビデオ会議の

73%は参加者がわずか 2～4人であるにも拘わらず、ビデオ会議対応の会議

室の53%は7人以上のグループ向けになっています。 しかし今日、あらゆる規

模のスペース向けの効果的かつ拡張可能な ビデオ会議ソリューション があり

ます。

さまざまなビデオ会議スペースのニーズに対応するソリューションは選択肢を

提供することが必要です。 Steelcaseによるグローバルなオフィスワーカーの

調査によると、ワーカーの 53%が、オフィスに必要なタイプのスペースが見つ

からなかったと回答し、 38%がプライベートの作業スペースへのアクセスを

もっと増やしたいと回答しています。 Genslerの2016年ワークプレイス調査 に

よると、オフィス計画がオープンまたはクローズである度合いは、設備がニー

ズを満たしている限り、高パフォーマンスのチームにはほとんど影響を及ぼし

ませんでした。調査では、最も成功している環境では、低パフォーマンスのオ

フィスの2倍の数の職場構成が従業員に提供され、構成を簡単に切り替えら

れることが分かっています。このように、望ましい設計には、多様なコラボレー

ションスペースとテクノロジーが必要になります。

職場は様々なスペースを提供：

オープンな職場環境と、デジタルコミュニケーションの

即時性は、チームがスペースを利用する方法に変化

を与えます。人を集めるための新しい方法の追求は、

静かで、簡単に利用可能な会議室などの共有設備が

あること、非公式かつ準備なしにはじめることができる

ビデオコラボレーションを増加することにより促進され

ています。

4.
仮想エリアと物理的エリアを最大限に活用

https://store.frost.com/growth-opportunities-for-video-conferencing-in-huddle-rooms-global-forecast-to-2022.html
https://www.wsj.com/articles/new-office-flashpoint-who-gets-the-conference-room-1413307377
https://www.wsj.com/articles/new-office-flashpoint-who-gets-the-conference-room-1413307377
https://www.logicool.co.jp/en-us/product/tap
https://www.steelcase.com/research/articles/topics/trends-360/what-workers-want/
https://www.steelcase.com/research/articles/topics/trends-360/what-workers-want/
https://www.gensler.com/research-insight/workplace-surveys/us/2016
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ハドルルーム
ハドルルーム空間では、会議の参加者はカメラの近

く、またはカメラのいずれかの側に座ることがよくあ

り、広角レンズが役立ちます。ハドルルームは1台の

フラットパネルディスプレイで十分に準備でき、多くの

場合、統合されたスピーカーとマイクを含む一体型の

ビデオ会議ソリューションを利用します。

会議室
やはり、ビデオ会議、役員室および大ビデオ会議室の

主な会場には、一般に、高品質の、カスタマイズされた

ビデオ会議セットアップが装備されています。デュアル

スクリーンディスプレイのセットアップは、共有コンテン

ツを部屋全体に中継するためによく使用され、電動の

PTZカメラとスタンドアロンマイクが高品質のオーディオ

とビデオをキャプチャします。大きい部屋では、オーディ

オ範囲を最大化するために拡張マイクが使用されるこ

ともあります。プレゼンテーションとプレゼンスを強調す

るためには、会議室のテレビ電話機器は、エコーや周

囲の雑音なしに、大会議からのオーディオとビジュアル

を明確に取り込み、再現できる必要があります。

https://www.logicool.co.jp/ja-jp/video-collaboration.html


また、最高のテクノロジーはiGenerationのみが要求している訳ではあ

りません。これはスマートフォンやスマートスピーカーから、フィットネス

トラッカーやAI対応のスマートアプライアンスまでに至るまで、従業員が

個人的な生活で相互作用する直感的なデバイスによって形成されてい

ます。これらのデバイスを自宅で使う従業員は、職場で利用するテクノ

ロジーに同様の利便性と使いやすさを期待します。デジタルネイティブの従業員：

労働人口に若者が流入しようとしています。1996年
～2010年に生まれた、6,500万を超えるZ世代の人々

は、次の10年に渡って社会人になります。2020年に

なるとすぐに、Z世代は米国の労働人口の1/3を占め

るようにな

ります。

5.
Z世代のデジタルネイティブ

また、iGenerationと呼ばれる彼らは、歴史上初のデジタルネイティブ世

代であり、この高まる影響力の期待と能力が、現代の職場を形成して

いきます。優れた若い才能を引き付け、保持するには、職場の管理とイ

ンフラストラクチャの変更が必要になります。

この変更の多くは、ユーザーのニーズに最も合ったテクノロジーの選択

と実装を主に担当するITチームによって推進されます。Z世代の期待に

応えるためにオフィスのテクノロジーをアップグレードすることで、絶え

ず進化している技術イノベーションの世界で競争することができます。

Z世代が必要とするもの

91 %
会社の洗練された技術

が、その会社で働く興味

に影響を与えると回答

57 %
テクノロジーによってよ

り生産的になれると考

えている

69 %
空間を共有するよりも、

自分自身の作業空間

を持ちたいと思ってい

る

84 %
対面コミュニケーション

を好む

37 %
スマートフォンと

ノートPCが不可欠なビジ

ネスツールであると考え

ている

http://www.generations.com/2017/03/08/generation-edge-101/
https://blog.ryan-jenkins.com/statistics-exposing-what-generation-z-wants-from-the-workplace
https://blog.ryan-jenkins.com/statistics-exposing-what-generation-z-wants-from-the-workplace
https://www.shrm.org/ResourcesAndTools/hr-topics/behavioral-competencies/global-and-cultural-effectiveness/Pages/Move-over-Millennials-Generation-Z-Is-Here.aspx?utm_source=SHRM%20Wednesday%20-%20PublishThis_HRDaily_7.18.16%20(47)&utm_medium=email&utm_content=April%2012,%202017&SPMID=01810527&SPJD=03/20/2017&SPED=03/31/2018&SPSEG=&restr_scanning=silver&spMailingID=28626590&spUserID=NDg0OTA5OTcwNTYzS0&spJobID=1021762929&spReportId=MTAyMTc2MjkyOQS2
https://www.shrm.org/ResourcesAndTools/hr-topics/behavioral-competencies/global-and-cultural-effectiveness/Pages/Move-over-Millennials-Generation-Z-Is-Here.aspx?utm_source=SHRM%20Wednesday%20-%20PublishThis_HRDaily_7.18.16%20(47)&utm_medium=email&utm_content=April%2012,%202017&SPMID=01810527&SPJD=03/20/2017&SPED=03/31/2018&SPSEG=&restr_scanning=silver&spMailingID=28626590&spUserID=NDg0OTA5OTcwNTYzS0&spJobID=1021762929&spReportId=MTAyMTc2MjkyOQS2
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今日の職場の傾向により、デジタルコミュニケーションテクノロジーは、

人々が最も生産的になれる環境で働けるようにすることで、効率性を改

善していることが分かります。これらのテクノロジーによって、オープン

なプランであるオフィスで、静かで、容易につながることができる、様々

なメディアを駆使したエリアを提供することができます。これにより従業

員は、毎日の面倒な通勤や、通勤による時間の浪費を避けることがで

きます。これらのテクノロジーは成長を促し、負荷のかかるデータをクラ

ウドに移動することで、成長と的を絞ったリソース支出を実現できます。

ITワーカーは、これらのトレンドにおいて重要な役割を果たします。彼ら

は、オフィスにさまざまな作業スペースやビデオ会議用のスペースが設

置され、リモートワーカーが適切にサポートされ、従業員がより職務の

遂行を円滑にするための適切なテクノロジーが整っていることを確実に

するよう求められるためです。

デジタルネイティブのプロフェッショナルの新時代の到来と、あらゆる年

齢のワーカーの技術的な期待によって、次の10年で成功する企業は、

今日のテクノロジーによって可能になった際限のない働き方を尊重する

企業であるという事実が裏付けられます。

結論：
デジタルコミュニケーションが
コラボレーションを強化する
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